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大村市工事請負契約書第２５条第５項 （単品スライド条項）の運用について

１．単品スライド条項の主旨

単品スライド条項は、通常合理的な範囲を超える価格の変動を一方の契約当事者のみに

その負担を負わせることは適当でなく、受発注者で負担を分担すべきものであるとの考え

に基づき定められている。

２．全体スライド条項、インフレスライド条項と単品スライド条項の関係

・全体スライド条項とは、請負契約後１２か月を経過した後に賃金水準や物価水準が変動し

た場合の中間修正的な変更をいう。

・インフレスライド条項とは、日本国内において急激なインフレーション又はデフレー

ションといった短期的で賃金水準や物価水準の急激な変動が生じた場合の中間修正的な

変更をいう。

・単品スライド条項とは、特定の主要な工事材料の価格が著しく変動した場合の精算的な

変更をいう。

・全体スライド条項又はインフレスライド条項と単品スライド条項を併用することは可能

である。

３．主要な工事材料及び適用品目

単品スライド条項に規定する「主要な工事材料」とは、主に使用される鋼材類、燃料油又

はその他工事材料をいう。なお、単品スライドの適用品目とは主たる原材料が同じ素材で

あり、かつ、同時に価格変動があった単品スライド算定対象建設資材（以下「対象資材」

という）の集まりであり、適用品目と対象資材については受発注者間協議により決定する。

適用品目の詳細については、別表１「単品スライド対象資材一覧表」を参考とする。

適用品目（対象資材）

鋼材類（鉄筋・形鋼・鋼板等）、燃料油（ガソリン・軽油・重油）

アスファルト類（合材・乳剤・ストレートアスファルト等）

コンクリート類（生ｺﾝ・ｾﾒﾝﾄ・ﾓﾙﾀﾙ・ｺﾝｸﾘｰﾄ 2 次製品等）

その他（受発注者間の個別協議において指定した資材）
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４．単品スライド条項の対象となる工事

以下の全てに該当する工事を対象とする。

・スライド条項が定められた契約書に基づく工事

・工期末の６０日前までに単品スライド条項に基づく請負代金額変更の請求がなされた

工事（残工期が６０日以上ある工事）

５．適用品目と対象品目の決定方法

契約工事ごとに適用品目に区分される対象資材の変動額が、対象工事費の１％を上回る適

用品目についてのみ、その工事における単品スライド額算定の対象品目とする。

なお、対象資材については、請求があった資材の中から受発注者協議の上決定するもので

あり、請求のない資材については対象としない。

６．適用品目の変動額の算定（増額時）

適用品目の変動額（Ｍ'－ Ｍ）の算定は以下の式によるものとし、各単価や数量等の算

出は(１)～(３)によるものとする。

・ 調達時点の単価を実勢単価とする場合

適用品目の変動額 ＝ Ｍ' － Ｍ

Ｍ:設計時点における「適用品目」の価格

Ｍ＝（ｐ1 ×Ｄ1＋ｐ2 ×Ｄ2＋･････＋ｐm ×Ｄm）×ｋ×(110／100消費税率）

Ｍ’:調達時点における「適用品目」の価格

Ｍ'＝（ｐ'1×Ｄ1＋ｐ'2×Ｄ2＋･････＋ｐ'm×Ｄm）×ｋ×（110／100 消費税率)

ｐ:設計時点における各対象資材の単価

ｐ’:調達時点における各対象資材の単価（変動後の実勢単価）

Ｄ:対象工事部分における各対象資材の数量

ｋ:落札率

実勢単価:基本単価及び物価資料に掲載がある資材価格（すなわち官積算単価）

・ 調達時点の単価を購入単価とする場合

適用品目の変動額 ＝ Ｍ' － Ｍ

Ｍ:設計時点における「適用品目」の価格 消費税率

Ｍ ＝（ｐ1 ×Ｄ1＋ｐ2 ×Ｄ2＋･････＋ｐm ×Ｄm）×ｋ×（110／100 消費税率）

Ｍ’:調達時点における「適用品目」の価格 消費税率

Ｍ'＝（ｐ'1×Ｄ1＋ｐ'2×Ｄ2＋･････＋ｐ'm×Ｄm）×（110／100 消費税率）
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ｐ:設計時点における各対象資材の単価

ｐ’:調達時点における各対象資材の単価（購入単価）

Ｄ:対象工事部分における各対象資材の数量

ｋ:落札率

購入単価:受注者より提出された証明資料にある単価

※変動額は材料費（直接工事費）ベースで計算し、材料費の変動に伴う諸経費等（諸雑

費・共通仮設費・現場管理費・一般管理費等）の変更は行わない。

（１）対象工事部分における各対象資材の数量(Ｄ)の算出方法

変動額の算定に用いる数量は、発注者の積算における設計数量と、受注者が証拠資料

を提出し調達を証明した数量（以下、「証明数量」という）のいずれかの数量とする。

①スクラップ・燃料油以外の場合

対象資材の数量(Ｄ)は、設計数量と証明数量のいずれか小さいほうの数量とする。

（例１）設計数量(20ｔ) ≦ 証明数量(22ｔ)・・・設計数量(20ｔ)が対象数量

（例２）設計数量(20ｔ) ＞ 証明数量(18ｔ)・・・証明数量(18ｔ)が対象数量

※設計数量とは、設計図書の数量にロスを加えた数量

※市場単価に含まれる対象資材の数量についても、材料費が分離できるものについて

は設計数量として取り扱うものとする。

※諸経費率や諸雑費率等に含まれる建設資材の数量は対象としない。

※施工パッケージ型積算基準を使用している場合の設計数量(ロスを含む数量）は次

の通りとする。

例:アスファルトの場合

（アスファルト混合物の重量）面積× 厚さ× 締固め後の密度×（１＋ ロス率）

②スクラップの場合

その工事で生じたスクラップの数量を証明する事が困難なことから、発注者が積算

上想定する数量を対象数量とする。鋼材類を算定する場合は、スクラップも対象資材と

して売却金額の上昇分を計算に含めることにより、変動額を適切に設定することが必要

である。このため、鋼材類の単品スライド請求があり、設計数量にスクラップが計上さ

れている場合は、発注者は受注者に対してスクラップについても対象資材とするよう申

し入れるものとする。
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③燃料油の場合

その現場で使用した燃料油の数量を証明する事が困難なことから、変動額の算定に

用いる数量を対象数量とする。（設計数量内を対象）

（２）設計時点における各対象資材の単価(ｐ)の算出方法

変動額の算定に用いる設計時点における各対象資材の単価(ｐ)については、設計時点

の単価とするものとする。

※単価の主たる構成要素が材料費となる材工共の市場単価等は、当該対象材料費のみの

単価について、設計時点における基本単価または物価資料等を用いて算出し、設計時

点の単価(ｐ)とする。

※重要な設計変更を伴う指示により、その指示時点(月)の単価を設計単価としている工

事部分については、その指示月の単価を設計時点の単価(ｐ)とする。

※全体スライド（契約書第２５条第１～４項）及びインフレスライド（契約書第２５条

第６項）も適用している工事の場合、その適用となっている工事部分については、

その適用月の単価を設計時点の単価(ｐ)とする。

（３）調達時点における各対象資材の単価(ｐ')の算出方法

①スクラップ・燃料油以外の場合

変動額の算定に用いる調達時点における各対象資材の単価(ｐ' )については、当該資

材を現場に搬入した月(*1)の単価とするものとし、その単価は下記によるものとする。

なお、対象資材を複数の月に分けて現場へ搬入した場合にあっては、各搬入月の単価

を搬入月ごとの搬入数量で加重平均して算出した単価をｐ' とする。ただし、リース材

については、当該資材を最初に搬入した月の単価をｐ' とする。

１）６（１）①に該当する対象資材の数量を証明できる資料※が全て提出されている

※数量の確認は、「７．対象資材に関する証明資料」の（１）１）２）で行う。

２）基本単価及び物価資料（「月刊建設物価」及び「月刊積算資料」）に掲載がある資材

（官積算単価(*2)がある資材）

・購入単価が設計単価を上回る場合は、購入単価と官積算単価のいずれか安価な

方の単価(ｐ')を採用する。

・ただし、購入単価は設計単価を上回るものの官積算単価は設計単価を下回る場合

は、設計単価（つまり変動額無し）を採用する。
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３）官積算単価はないが、類似品がある資材

・官積算単価にある類似品の価格変動率を設計単価に乗じる方法で算出した単価を

用いて、２）と同様に比較する。

(式) ｐ'＝ 搬入時(月)の類似品官積算単価 / 設計時(月)の類似品官積算単価

× 設計単価

※価格変動率算定に用いる単価は、設計月及び搬入月の官積算単価とする。なお、ア

スファルト合材は密粒度アスコン(13)を、生コンについては 18-8-40BB

W/C60%以下の価格変動率を使用することとし、それ以外については使用頻度が

高い類似品を選定する。

４）上記２）と３）に該当しない対象資材（見積もり、特別調査等）

・購入単価とする。

５）２）において、受注者から実際の購入単価(*3)を価格変動後の単価としたい申し出

があった資材

６）６（１）①に該当する対象資材の数量を証明できる資料が全てではなく一部しか

提出されていない資材は、変動無しとする。

(*1)現場への搬入月における「現場」の定義は、以下のとおりとする。

・鋼橋や浮桟橋などの製作工事用鋼材等 → 製作工場

・現場加工を必要とする棒鋼や形鋼等 → 加工場

・その他、現場着価の鋼製二次製品等 → 工事現場

(*2)官積算単価とは、搬入月時点の基本単価または、搬入月の物価資料掲載単価（平

均値）である。なお、この基本単価は、物価資料掲載単価に優先して使用するもの

とする。

(*3)購入単価とする場合は、下記の手順により行うものとする。

受注者が購入した価格が著しく高いことにより、５)の受注者から実際の購入単価

を価格変動後の単価としたい旨の申し出があった場合は、以下のとおりとする。

ア 受注者は、実際の購入単価が変動後の実勢単価（落札率を乗じた額）を上回る

ことを確認する。

実際の購入単価 ＞ 変動後の実勢単価 × k ※k:落札率

イ 発注者は、対象材料の当該地域における価格上昇等の原因等について、受注者

から情報提供を求める。

ウ 受注者は、実際の購入単価が適当な購入単価であると証明する資料を発注者に
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提出すること。

・当該工事における購入実績を証明する資料 （６．（３）①１）おいて、提出

された資料）※再度の提出は不要

・当該地域での市場取引を行える２社以上の見積り（原則、市内業者）

※見積りの留意事項

・見積りの提出は、工期内の代表的な月とし、工事全期間分は不要。

・見積りの有効期限は、実際に「現場に搬入された月もしくは購入した月」を含

むとする。

エ 価格変動後の算定

＜第１段階＞

・提出された見積りから地域の材料の傾向等から妥当性を確認すること。

・実際の購入単価と２社以上の見積り単価を比較し、実際の購入単価が最も安価

であること。

・実際の購入単価が最も安価でなかった場合は、価格変動後の実勢単価とする。

実際の購入単価 ＜ ２社以上の見積り ・・・第２段階へ移行

実際の購入単価 ＞ ２社以上の見積り ・・・変動後の実勢単価

＜第２段階＞

・実際の購入単価と変動後の実勢単価（落札率を乗じた額）を比較して実際の購

入単価の妥当性を確認する。

・妥当性の目安は、変動後の実勢単価（落札率を乗じた額）＋３０％とする。

実際の購入単価 ＜ 変動後の実勢単価 × k ×１．３ ・・・実際の購入単価

＜実際の購入単価が変動後の実勢単価＋３０％を上回る場合＞

大幅に乖離している場合は、発注者は特別に考慮すべき価格変動要因がないか

以下のことにより、妥当性を確認する。

・発注者による見積りの徴収

・近隣工事における材料の調達状況

・特別調査で設定した単価の場合、調査会社へヒアリング

・上記による確認の結果、証明資料の金額の妥当性を確認できない場合は、変動

後の実勢単価（落札率を乗じた額）によりスライド額を算定すること。

実際の購入単価 ＞ 変動後の実勢単価 × k ×１．３

妥当性が認められる場合 ・・・実際の購入単価

妥当性が認められない場合・・・変動後の実勢単価
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②スクラップの場合

設計数量として計上があるスクラップ、及び、工場製作に用いる鋼材の単価算出に

用しているスクラップの実勢単価の算出は、以下の１）または２）によるものとする。

１）作業工程上、スクラップの売却時期が明らかな場合

・当該売却月の実勢単価をｐ' とするものとする。

２）作業工程上、スクラップの売却時期が明らかでない場合

・対象工事部分の工期の平均単価を実勢単価(ｐ' )とする。

※工期の平均単価は、官積算単価における「工期の始期の翌々月または既済部分検査

日の属する月の翌々月」から「工期末の属する月の前月」までの平均単価とする。

③燃料油の場合

変動額の算定に用いる調達時点における各対象資材の単価(ｐ' )については、対象工

事部分の工期の平均単価とする。

※工期の平均単価は、基本単価における「工期の始期の翌々月または既済部分検査日

の属する月の翌々月」から「工期末の属する月の前月」までの平均単価とする。

７．対象資材に関する証明資料

（１）スクラップ・燃料油以外の場合

①受注者請求（増額）の場合

単品スライド条項に基づく請負代金額変更の請求を行う受注者は、実際に資材を調達

した時期において、設計時点より著しく価格が変動していた事を証明する必要があり、

協議する全ての資材（ただし、歩掛に数量としての計上がある資材（積算システムにお

いて工事一括調書等に集計される資材）、及び、単価の主たる構成要素が材料費となる

材工共の市場単価等について、前項の変動額の算定に必要な下記の証明資料を、協議開

始の日までに提出するものとする。

なお、スクラップと燃料油を除き、対象資材の数量を全て証明できる資料が提出され

なかった資材については、設計単価（変動なし）とする。

②発注者請求（減額）の場合

発注者から単品スライド条項に基づく請負代金額変更の請求を受けた受注者は、適正

な実勢単価の算出のため、上記と同様の証明資料を協議開始の日までに提出するよう努

めるものとする。（証明がなされない場合、官類推単価等での算出となるため。）

※単品スライドの協議開始日は、原則、工期末の１４日前とする。
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１） 単品スライド算定表

２） 上記１）の根拠が証明できる資料（「納品書」「請求書」「領収書」等の写し）

※ただし、鋼材について、鋼橋上部工等では資材調達に際して購入単価等を漏洩しな

い旨が取引時の契約で規定されており購入単価が提示できない場合がある、その場

合はミルシートが鋼材類の品質を証明する資料であることから納品書に替えるこ

とができる。

※全体スライド等の適用や重要な設計変更を伴う指示により、異なる複数の設計単価

（採用月）を有している工事において、受注者は、その設計単価が異なる工事部分毎

に資材を区分して、証明資料を提出するものとする。

（２）スクラップの場合

スクラップの数量は、発注者が積算上想定する数量とするため、受注者はスクラップ

に関する証明資料の提出を不要とするが、売却時期がわかる資料を提出するよう努める

ものとする。

（３）燃料油の場合

燃料油については、設計数量に工期の平均単価を乗じる方法を用いることにより、発

注者のみでのスライド額の算出が可能であるため、受注者は燃料油に関する証明資料の

提出は不要とする。

８．対象品目の判定

前項までの方法で算出された適用品目ごとの変動額（Ｍ'－ Ｍ）が、対象工事費の１％を

超える適用品目を単品スライドの対象品目とする。

(例１) コンクリート類の価格高騰による変動額: 420,000 円

対 象 工 事 費 : 21,000,000円

→コンクリート類の価格高騰による変動額(420,000 円)が、対象工事費の１％

(210,000 円＝21,000,000×0.01)を超えるため、コンクリート類を単品スラ

イド対象品目とする。

(例２) 燃料油の価格高騰による変動額: 1,050,000円

対 象 工 事 費 :210,000,000 円

→燃料油の価格高騰による変動額(1,050,000 円)が、対象工事費の１％

（2,100,000 円＝210,000,000×0.01)以下ため、燃料油を単品スライド対象品目

としない。
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９．各対象品目の変動額の計の算出

各対象品目の変動額の計は、以下の式により算出する。

鋼材類の変動額 （Ｍ'－Ｍ）※鋼材類が対象品目となった場合

＋) 燃料油の変動額 （Ｎ'－Ｎ）※燃料油が対象品目となった場合

＋) ｱｽﾌｧﾙﾄ類の変動額（Ａ'－Ａ）※ｱｽﾌｧﾙﾄ類が対象品目となった場合

＋) ｺﾝｸﾘｰﾄ類の変動額（Ａ'－Ａ）※ｺﾝｸﾘｰﾄ類が対象品目となった場合

＋) その他の変動額 （Ａ'－Ａ）※その他が対象品目となった場合

＝ 各対象品目の変動額の計

例１:対象工事費が 210,000,000円、鋼材類の変動額が3,150,000 円(増額)、燃料油

の変動額が2,100,000 円(増額)、アスファルト類は使用しない、ｺﾝｸﾘｰﾄ類の変動

額が 4,150,000円(増額)、その他が 3,000,000 円(増額)の工事

3,150,000 円(鋼材類の変動額)

＋) 0円(燃料油の変動額) ※変動額が対象工事費の１％以内

＋) 0円(ｱｽﾌｧﾙﾄ類の変動額)※対象資材無し

＋) 4,150,000円(ｺﾝｸﾘｰﾄ類の変動額)

＋) 3,000,000円(その他の変動額)

＝ 10,300,000円

１０．単品スライド額の算定

「１．スライド条項の主旨」の考えに沿って、通常合理的な範囲内に納まる価格変動額

を、天災などの不可抗力による損害条項（大村市工事請負契約書第２９条）に準じ、対象工

事費の１００分の１の額とし、この額を「受注者負担又は発注者負担とする額」とする。

このため、単品スライド額は、「各対象品目の変動額の計」に「受注者負担又は発注者負

担とする額」を加除して算定するものとする。

・各対象品目の変動額の計が増額(プラス)側でかつ対象工事費の１％を上回る場合

「各対象品目の変動額の計」から「受注者負担額(対象工事費の１％)」を控除する。

例:各対象品目の変動額の計が＋10,300,000円で、対象工事費が 210,000,000 円の場合

受注者負担とする額: 210,000,000 円 × 1/100 ＝ 2,100,000 円

単品スライド額 :＋10,300,000 円 － 2,100,000 円 ＝ 8,200,000 円
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※ただし、全体スライド（増額を目的としたものに限る）を併用する対象工事部分は、全

体スライドにおける受注者負担とする額（当該工事部分の対象工事費の１．５％）を既

に控除している。このため、当該工事部分の対象工事費（全体スライドによる増額費用

を加算後の額）については、単品スライドにおける「受注者負担とする額」を求めない

ものとする。また、インフレスライドも同様の取扱とする。

１１．その他の留意事項

（１）単品スライド条項に基づく請負代金額変更の請求

①受注者が請求する場合

単品スライド条項に基づく請負代金額変更の請求を行う受注者は、工期末の６０日前

までに書面(様式１)を発注者へ提出するものとする。

これを受けた発注者は、７日以内に書面(様式２)をもって受注者へ通知するものとする。

②発注者が請求する場合

単品スライド条項に基づく請負代金額変更の請求を行う発注者は、工期末の６０日前ま

でに書面(様式４)を受注者へ提出するものとする。

（２）協議開始日(証明資料の提出期日)の決定及び通知

協議開始日は、原則、工期末の１４日前とするが、ほとんどの資材の搬入が早い時期に

完了するなど、スライド額の確定が早期に可能な場合は、発注者と受注者で協議を行い、

これより前の日（例えば工期末の３０日前など）に決定することができる。

なお、発注者は、決定した協議開始日を、書面(様式２)により、又は、(様式４)に記載

して、受注者へ通知するものとする。

（３）最終設計変更契約と単品スライド変更契約

単品スライド額の算定のためには、最終設計数量の確定が必要であるため、最終の設計

変更契約をできるだけ早い時期に締結し、同時又はその後に単品スライドによる変更契

約を締結することとする。

（４）最終設計変更数量等の提出期限

受注者は、上記(２)の理由に鑑み、工期末の４５日以上前までに設計変更数量や関係

図面等を発注者に提出するものとする。（ただし、やむを得ない事情により設計変更数

量が確定しない場合等は、この限りではない。）
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（５）資材集計表の提供

発注者は、受注者における単品スライドに関する証明資料の迅速な作成を支援するた

め、最終設計変更契約後すみやかに、積算システムの「工事一括調書」等数量がわかる

ものを受注者へ提供するものとする。

（６）単品スライド変更契約の取扱い

単品スライドによる変更契約は、当該工事の受注者との随意契約（地方自治法施行令

第１６７条の２第２項「性質又は目的が競争入札に適しないとき」）により行うものと

する。

（７）単品スライド額が「０円」となった場合の取扱い

単品スライド条項に基づく協議の結果、その算定額が０円となった場合、発注者は、

書面(様式３)をもって受注者へ通知するものとする。
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単品スライド請求手続き
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別表１

単品スライド対象資材一覧表



様式１（第２５条第５項関係）

令和 年 月 日

大 村 市 長 様

請負者 住所

会社名

代表者名 印

工事請負契約書第２５条第５項による請負代金額の変更の請求について

令和 年 月 日付けをもって請負契約を締結した下記工事について、工事材料の価格の変

動に伴い請負代金額が不適当となったため、工事請負契約書第２５条第５項の規定に基づき、請負代

金額を変更したく請求します。

記

１ 工事名

２ 工 期 自）令和 年 月 日

至）令和 年 月 日

３ 請負代金額 ￥



様式２（第２５条第８項関係）

令和 年 月 日

請負者 住所

会社名

代表者名 様

大 村 市 長

工事請負契約書第２５条第５項の適用、同条第８項の規定に基づく

協議開始日の通知について

標記について、令和 年 月 日付けで請求のあった下記工事における工事請負契約書第２

５条第５項の適用を承諾します。また、同条第８項の規定に基づき協議開始日を通知します。

記

１ 工事名

２ 工 期 自）令和 年 月 日

至）令和 年 月 日

３ 請負代金額 ￥

４ 協議開始日



様式３（第２５条第７項関係）

令和 年 月 日

請負者 住所

会社名

代表者名 様

大 村 市 長

工事請負契約書第２５条第５項に基づくスライド変更金額について

令和 年 月 日付けをもって請負契約を締結した下記工事について、スライド変更金額を

積算しましたので通知します。

記

１ 工事名

２ スライド変更金額 ￥

※この様式は、単品スライド金額が０円の場合にも使用する様式です。



様式４

令和 年 月 日

請負者 住所

会社名

代表者名 様

大 村 市 長

工事請負契約書第２５条第５項による請負代金額の変更の請求について

標記について、令和 年 月 日付けをもって請負契約を締結した下記工事について、工事

材料の価格の変動に伴い請負代金額が不適当となったため、工事請負契約書第２５条第５項の規定に

基づき、請負代金額を変更したく請求します

記

１．工事名

２．工期 自）令和 年 月 日

至）令和 年 月 日

３．請負代金額 ￥

４．協議開始日


